
   中野区地区まちづくり活動支援要綱  

 

目次  

 第１章  支援の内容（第１条―第３条）  

 第２章  まちづくり専門家の派遣（第４条―第１２条）  

 第３章  活動費の助成（第１３条―第２２条）  

 第４章  雑則（第２３条）  

 附則  

   第１章  支援の内容  

 （目的）  

第１条  この要綱は、中野区地区まちづくり条例 (平成２３年中野区

条例第２２号。以下「条例」という。 )第５条第２項の規定及び中

野区地区まちづくり条例施行規則（平成２３年中野区規則第８３号。

以下「規則」という。）第３条及び第４条の規定に基づき、地区ま

ちづくりに関する活動に対する区の支援について、必要な事項を定

めるものとする。  

 （用語）  

第２条  この要綱で使用する用語の意義は、条例及び規則で使用する

用語の例による。  

 （支援の内容）  

第３条  この要綱で定める支援の内容は、次のとおりとする。  

 ⑴  まちづくり専門家（規則第３条第１項第５号に規定する専門家

をいう。以下同じ。）の派遣について  

 ⑵  まちづくりに関する活動費の助成について  

   第２章  まちづくり専門家の派遣  

 （派遣の対象となる活動）  

第４条  区長は、地区まちづくり団体（以下「団体」という。）が次



に掲げる活動を行う場合には、まちづくり専門家を派遣することが

できる。  

 ⑴  地区のまちづくりを推進するために地区住民等を対象に行う学

習会等又は地区住民等と協働して行う まちづくりに関する 活動

（以下「地区まちづくり活動」という。）  

 ⑵  地区まちづくり構想の作成に関わる活動  

 ⑶  その他区長が適当と認める活動  

 （派遣の手続）  

第５条  区長は、団体からまちづくり専門家派遣申請書（第１号様式）

により、まちづくり専門家の派遣の申請を受け付けるものとする。  

２  区長は、前項の申請があったときは、速やかにその派遣の可否を

審査し、その結果をまちづくり専門家派遣決定通知書（第２号様式）

又はまちづくり専門家を派遣しない旨の通知書（第３号様式）によ

り、団体に通知するものとする。  

３  区長は、第１項に規定する申請書を受理した後に、当該申請書の

記載事項に変更があったときは、団体に対し、まちづくり専門家派

遣変更届出書（第４号様式）を提出させるものとする。  

 （指導、監督及び派遣の取消し）  

第６条  区長は、地区まちづくり活動支援の適正な運用を図るため、

団体に対し必要な指導、助言、監督等を行うことができる。  

２  区長は、団体が第５条第１項に規定する申請と異なる内容の活動

を行ったとき又はまちづくり専門家の派遣の目的を達成することが

できないと判断したときは、当該派遣の決定を取り消すとともに、

その旨をまちづくり専門家派遣決定取消通知書 (第５号様式 )により、

団体に通知する。  

３  区長は、団体がまちづくり専門家派遣変更届出書（第４号様式）

によりまちづくり専門家の派遣を取り止めたときは、当該派遣の決



定を取り消すとともに、前項に規定する通知書により、団体に通知

する。  

 （まちづくり専門家の業務）  

第７条  区長は、第５条第２項の規定によりまちづくり専門家の派遣

を決定するときは、まちづくり専門家に対し、次の各号に掲げる業

務を依頼するものとする。  

 ⑴  地区まちづくりの推進及び地区住民等との協働に関する支援  

 ⑵  地区まちづくり構想の作成に向けた助言及び指導  

 ⑶  地区まちづくり活動の運営に関する助言及び指導  

 ⑷  都市計画提案又は地区計画等の住民原案の作成等に関する助言

及び指導  

 ⑸  その他区長が必要と認める業務  

 （専門家の登録資格）  

第８条  区長は、次に掲げる者のうち、適当と認める者をまちづくり

専門家として、登録することができる。  

 ⑴  学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学又は旧大学

令（大正７年勅令第３８８号）による大学において、都市計画、

都市再開発又は建築設計に関する過程を修めて卒業した者であっ

て、それらの業務に関し２年以上の実務経験を有するもの  

⑵  都市計画、都市再開発又は建築設計に関し３年以上の実務経験

を有する者  

⑶  技術士（建築部門）、一級建築士、弁護士、不動産鑑定士、中

小企業診断士、税理士等の資格を有する者  

⑷  区長が、前各号に掲げる者と同等又はそれ以上の知識、経験若

しくは能力を有すると認める者  

 （登録手続）  

第９条  区長は、まちづくり専門家として登録しようとする者から、



まちづくり専門家登録申請書（第６号様式。以下「登録申請書」と

いう。）を受け付けるものとする。  

２  区長は、登録申請書による申請があったときは速やかに登録の可

否を審査し、その結果をまちづくり専門家登録通知書（第７号様式）

又はまちづくり専門家として登録しない旨の通知書（第８号様式）

により申請者に通知するものとする。  

３  区長は、登録申請書の記載事項の変更又はまちづくり専門家の登

録の取消しの申出があったときは、まちづくり専門家の登録の決定

を受けた者（以下「登録者」という。）に対し、まちづくり専門家

登録変更届出書（第９号様式）を提出させるものとする。  

４  区長は、登録者が前条各号に掲げる要件に該当しないと認めたと

き又はまちづくり専門家として適当でないと認めたときは、その登

録を取り消すことができる。  

５  前項の場合において、区長は、まちづくり専門家登録取消通知書

（第１０号様式）により、登録者に通知する。  

 （登録期間）  

第１０条  登録者の登録の有効期間は、登録を行った日から２年を経

過した日後最初の３月末日までとする。  

２  登録者の登録の更新手続は、有効期間満了の日の３月前から１月

前までの間に登録申請書により行う。  

３  前項の更新手続による登録の有効期間は３年とする。  

 （業務報告）  

第１１条  派遣期間において、区長はまちづくり専門家に対し、適宜

まちづくり専門家業務実績報告書（第１１号様式）の提出を求める

ものとする。  

 （謝礼の支払い）  

第１２条  区長は、前条第１項に規定する実績報告があったときは、



別に定めるところにより、まちづくり専門家に対し謝礼を支払うも

のとする。  

   第３章  活動費の助成  

 （助成対象活動）  

第１３条  区長は、団体が次に掲げる活動を行うときは、その経費の

一部を助成することができる。  

 ⑴  地区住民等を対象とした地区まちづくりに関する学習会等の開  

 催  

 ⑵  地区まちづくり構想の作成に伴う活動  

 ⑶  地区まちづくり構想に基づくまちづくり活動  

 ⑷  都市計画提案及び地区計画等の住民原案の作成等に伴う活動  

２  前項の規定にかかわらず、中野区から他の制度による助成を受け

る団体が行う活動又は地方自治体（中野区を含む。）若しくは国が

実施する助成等を受ける活動は、助成の対象としない。  

 （助成対象経費）  

第１４条  前条第１項に規定する助成の対象となる経費 (以下「助成

対象経費」という。 )は、次のとおりとする。  

 ⑴  謝礼金（まちづくり専門家に対する謝礼は除く。）  

 ⑵  消耗品等購入費  

 ⑶  印刷・製本費  

 ⑷  保険料  

 ⑸  その他区長が必要と認める経費  

 （助成金の額）  

第１５条  助成金の額は、１活動につき助成対象経費の総額の３分の

２以内に相当する額とし、２００，０００円をもって限度額とする。

なお、この場合において同一の団体が同時に複数の活動を行う場合

であっても、助成金の限度額は変わらないものとする。  



 （助成の申請）  

第１６条  区長は、助成金の交付を受けようとする者に対し、助成金

交付申請書 (第１２号様式 )を提出させるものとする。  

２  前項の場合において、区長は、助成申請書の提出者に対し申請書

のほか必要と認める書類を求めることができる。  

３  区長は、第１項の助成申請書の提出を受けたときは、速やかに助

成金交付の可否を審査し、その結果を助成金交付決定通知書 (第１

３号様式 )又は助成金を交付しない旨の通知書 (第１４号様式 )によ

り、申請者に通知するものとする。  

 （審査）  

第１７条  前条第３項に規定する審査については、別に定める基準に

より行う。  

 （助成活動の変更等）  

第１８条  区長は、第１６条第３項に規定する助成金交付決定を受け

た団体（以下「助成団体」という。）が助成の交付決定を受けた活

動 (以下「助成活動」という。 )の内容を変更し、又は実施を中止し

ようとするときは、当該助成団体に対し助成活動変更・中止申請書

(第１５号様式 )を提出させるものとする。  

２  区長は、前項に規定する申請を受けたときは、これを審査し、変

更を適当と認めるときはその旨を、中止を適当と認めるときは助成

金の交付を中止する旨を、助成活動変更・中止承認書 (第１６号様

式 )により助成団体に通知するものとする。  

 （助成対象経費報告書）  

第１９条  区長は、助成活動が終了したときは、助成団体に対し、指

定する期日までに助成対象経費報告書 (第１７号様式 )を提出させる

ものとする。  

２  区長は、前条第２項に規定する承認書を受けた助成団体に対して



も、助成対象経費報告書を提出させるものとする。  

 （助成金額の確定）  

第２０条  区長は、助成金の額を確定したときは、その旨を助成金交

付額確定通知書 (第１８号様式 )により助成団体に通知するものとす

る。  

（助成金の請求）  

第２１条  区長は、助成金の額を確定した助成団体に対し、助成金交

付請求書 (第１９号様式 )を提出させるものとする。  

 （助成金の交付決定の取消し及び返還命令）  

第２２条  区長は、助成団体が虚偽、架空又は助成期間外の助成対象

経費について助成金の交付を受けたときは、当該助成金の全部又は

一部を返還させることができる。  

２  区長は、助成金の交付決定を取り消し、助成金の返還を命ずると

きは、助成金交付決定取消通知書兼返還命令書 (第２０号様式 )によ

り行う。  

   第４章  雑則  

 （補則）  

第２３条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。  

   附  則  

 この要綱は、２０１１年１０月１７日から施行し、同年１０月１日  

から適用する。  

 


